
■ 意 見 書 ■

外国人技能実習制度の見直しに関する意見書

技能実習生をはじめとする外国人材は，日本国内はもとより，本県の各産業分野にとっても
なくてはならない存在となっている。

本県では，農業，漁業，水産加工，各種製造業，機械金属加工，建設，介護等あらゆる分野
の県内企業において，昨年10月末現在で5,494人の技能実習生達が実習に取り組んでいる。

このような中，人づくりによる国際貢献という技能実習制度の目的と，人手不足を補う労働
力として扱っている実態がかい離しているなど，技能実習制度について様々な問題点が指摘さ
れていることを踏まえ，国において，技能実習制度の見直しを本格的に検討するとの考えが示
されたところである。

また，日本の生産年齢人口は減少しており，深刻化する人手不足に，技能実習生の受入れが
貢献していることも事実であり，技能実習制度の存続がなされなければ，この制度により技能
実習生を受け入れている多くの中小企業は存続できず，日本経済の減速に繋がることが危惧さ
れるところである。

よって，国においては，外国人技能実習制度を見直すにあたって，次の措置を講じることを
強く要望する。

記

１ 技能実習生の実情を正確に把握するとともに，地域の実習実施者と技能実習生双方の声に
真摯に耳を傾けながら，見直しを進めること。

２ 技能実習生の人権を保護する観点から，悪質な実習実施者と認められた場合は，速やかに
転籍できるようにするほか，技能実習制度が円滑に進められ，技能実習生が社会の一員とし
て処遇されるような仕組みを整えること。

３ 制度本来の目的である国際貢献という理念を踏まえつつ，意欲ある外国人を円滑に受け入
れ，安定して働き，生活できるよう，受入れ企業と外国人の双方にとってよりよい制度とな
るよう，検討を行うこと。

以上，地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
令和４年10月５日

鹿児島県議会議長 田之上 耕 三

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内閣総理大臣
法 務 大 臣
外 務 大 臣 殿財 務 大 臣
厚生労働大臣
農林水産大臣
経済産業大臣
国土交通大臣

上記のとおり発議する。
令和４年10月５日

鹿児島県議会産業経済委員長 鶴 丸 明 人

私学助成の充実と財源確保に関する意見書

当県内の私立学校は，多様化する県民のニーズに応じた特色ある教育の推進が求められてい
る中で，建学の精神に基づく個性豊かな教育を実践し，当県の学校教育の振興発展に大きな役
割を果たしている。

しかしながら，今日，少子化の進行による児童生徒数の減少など，私立学校を取り巻く環境



は，厳しさを増している。
このようなことから，私立学校振興助成法第１条に規定するとおり，学校教育における私立

学校の果たす重要性を認識して，私立学校における教育条件の維持向上と修学上の経済的負担
の軽減を図るとともに，私立学校の経営の健全性を高めることが肝要である。

加えて，新型コロナウイルス感染症対策の更なる拡充のほか，私立高等学校において年収
590万円を境に生じている就学支援金の格差是正とともに，私立小中学校の児童生徒に対する経
済的支援制度の見直しも必要である。

よって，国においては，令和５年度の予算編成に当たり，私立高等学校等経常費助成費補助
金，私立学校施設耐震化に係る補助及びＩＣＴ環境の整備に対する補助の拡充，就学支援金制
度の拡充強化など，私学助成に係る財源の充実・確保を図られるよう強く要望する。

以上，地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
令和４年10月５日

鹿児島県議会議長 田之上 耕 三

衆 議 院 議 長
参 議 院 議 長
内閣総理大臣

殿
財 務 大 臣
総 務 大 臣
文部科学大臣

上記のとおり発議する。
令和４年10月５日

鹿児島県議会文教観光委員長 田 畑 浩一郎


